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旧生産高比例法又は生産高比例法による鉱業用
減価償却資産の償却額の計算に関する明細書

資

産

区

分

種 類

構 造 2

細 目 3

1

・　　・ ・　　・

外 円 外 円 外 円

外△ 外△

損 金 に 計 上 し た 当 期 償 却 額 13

差 引 帳 簿 記 載 金 額
● ● ● ● ● ● (9) － (10) － (11) ● ● ● ● ● ●

外△ 外△ 外△

10

12

取 得 年 月 日 4 ・　　・ ・　　・ ・　　・

(6)のうち積立金方式による圧縮記帳の場合の償却額
計算の対象となる取得価額に算入しない金額

7

取 得 価 額 又 は 製 作 価 額 6
外 円 外 円

事 業 の 用 に 供 し た 年 月 5

取
得
価
額 差 引 取 得 価 額

●●●●●●●●(6) － (7)●●●●●●●●
8

積 立 金 の 期 中 取 崩 額 11

帳

簿

価

額

償 却 額 計 算 の 対 象 と な る
期 末 現 在 の 帳 簿 記 載 金 額

9

期 末 現 在 の 積 立 金 の 額

● ● ● ● ● 合 計 ● ● ● ● ●
● ● ● ● ● ● (12) ＋ (13) ＋ (14) ● ● ● ● ● ●

15

前 期 か ら 繰 り 越 し た 償 却 超 過 額 14
外 外 外 外 外

当 該 鉱 業 用 減 価 償 却 資 産 の 耐 用 年 数 17

鉱 山 の 命 数 16
年 年 年 年 年

経 済 的 採 掘 可 能 数 量 19

同 上 の 期 間 内 に お け る 採 掘 予 定 数 量 18
トン トン トン トン トン

当

期

分

の

普

通

償

却

限

度

額

平

成

●

年

３

月

●

日

以

前

取

得

分

残 存 価 額 21
円 円 円 円 円

差 引 取 得 価 額 × ５ ％
22

当 期 産 出 鉱 量 20

(15)＞(22)

の場合

旧 生 産 高 比 例 法 の 償 却 額

計 算 の 基 礎 と な る 金 額

● ● ● ● ● (8) － (21) ● ● ● ● ●
23

算 出 償 却 額

● ((20) × (24)) 又 は ((15) － (22)) ●
25

鉱 量 １ ト ン 当 た り 償 却 金 額
24

1

日

以

後

取

得

分

平

成

●

年

４

月

生産高比例法の償却額計算の基礎となる金額
(8)

27

鉱 量 １ ト ン 当 た り 償 却 金 額
28

(15)≦(22)

の場合

算 出 償 却 額
26

算 出 償 却 額
●●●●●●●(20)× (28)●●●●●●●

29

却

限

度

額

る

特

別

償

償

却

に

よ

又

は

割

増

特

別

償

却

租 税 特 別 措 置 法 適 用 条 項 31
 条   　 　項

(　　　 　    　　)a
 条   　 　項

(　　　 　    　　)a
 条   　 　項

(　　　 　    　　)a
 条   　 　項

(　　　 　    　　)a
 条   　 　項

(　　　 　    　　)a

特 別 償 却 限 度 額 32
外 円 外 円 外 円

当 期 償 却 額 35

当
期
分
の
償
却
限
度
額

● ● ● ● ● 合 計 ● ● ● ● ●
● ●● ●● ● (30) ＋ (32) ＋ (33) ● ● ● ● ●●

34

当 期 分 の 普 通 償 却 限 度 額
●●●●●●(25)、 (26)又は(29)●●●●●●

30

外 円 外 円

前 期 か ら 繰 り 越 し た 特 別 償 却
不 足 額 又 は 合 併 等 特 別 償 却 不 足 額

33

37

差
 
引

36

外 外 外

認

容

額

当

期

損

金

償 却 不 足 に よ る も の 39

積 立 金 取 崩 し に よ る も の 40

特
別
償
却
不
足
額

翌 期 に 繰 り 越 す べ き 特 別 償 却 不 足 額

●●(((36)－ (39))と ((32)＋ (33))のうち少ない金額)●●
42

44

償
却
超
過
額

前 期 か ら の 繰 越 額 38
外 外

差 引 合 計 翌 期 へ の 繰 越 額

● ● ● ● ● (37) ＋ (38) － (39) － (40) ● ● ● ● ●
41

当 期 分 不 足 額 46

当 期 に お い て 切 り 捨 て る 特 別 償 却

不 足 額 又 は 合 併 等 特 別 償 却 不 足 額
43

償 却 不 足 額
●●●●●●●●(34)－(35)●●●●●●●●
償 却 超 過 額
●●●●●●●●(35)－(34)●●●●●●●●

差 引 翌 期 へ の 繰 越 額
● ● ● (42) － (43) ● ● ●

備考

適格組織再編成により引き継ぐべき合併等特別償却不足額
●●●(((36)－(39))と(32)のうち少ない金額)●●●

47

の

内

訳

繰

越

額

翌

期

へ

の

● ● ・ ● ・ ● ●
● ● ・ ● ・ ● ●

45

31

(8)×
5
100

((22)－１円)× 60

19

19

(23)

((18)又は(19)のうち少ないトン数)

(27)

((18)又は(19)のうち少ないトン数)
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別表十六(三)
｢32｣又は｢33｣欄に記載がある場合には、適用額明細書に以下の記載が必要です。

P81～84参照

P84参照



法人税関係特別措置 ①租税特別措置法の条項 ②区分番号 ③適用額

第42条の６第１項第１号 00031

第42条の６第１項第２号 00034

第42条の６第１項第３号 00037

第42条の６第１項第４号 00040

国家戦略特別区域において機械等を
取得した場合の特別償却

第42条の10第１項 00622

第42条の11の２第１項 00597

特定船舶の特別償却 第43条第１項第１号 00640

第43条第１項第２号 00642

第43条第１項第３号 00644

別表十六(一)、別表十六(二)、別表十六(三)及び別表十六(五)
　別表十六(一)｢32｣、別表十六(二)｢36｣、別表十六(三)｢32｣又は別表十六(五)｢30｣欄に記載がある
場合には、適用額明細書に以下の記載が必要です。
　ただし、震災特例法の規定により適用を受けた場合には、適用額明細書の記載は必要ありません。

国際戦略総合特別区域において機械
等を取得した場合の特別償却

中小企業者等が機械等を取得した場
合の特別償却

00653

第42条の11第１項

00601

別表十六(一)｢32｣欄、
別表十六(二)｢36｣欄、
別表十六(三)｢32｣欄又は
別表十六(五)｢30｣欄
の金額

00568

00298

認定特定高度情報通信技術活用設備
を取得した場合の特別償却

地域経済牽引事業の促進区域内にお
いて特定事業用機械等を取得した場
合の特別償却

中小企業者等が特定経営力向上設備
等を取得した場合の特別償却

第42条の12の６第１項

第42条の12の４第１項

第42条の11の３第１項地方活力向上地域等において特定建
物等を取得した場合の特別償却

事業適応設備を取得した場合等の特
別償却

第42条の12の７第１項 00661

第42条の12の７第３項 00665

(注) 別表十六(一)｢32｣、別表十六(二)｢36｣、別表十六(三)｢32｣又は別表十六(五)｢30｣欄の外書

は、特別償却に関する規定の適用を受けることに代えて、特別償却対象資産について特別償

却準備金を積み立てる場合に記載することになっています。

この場合は、｢準備金方式による特別償却｣措置の適用を受けることになりますので、別表

十六(九)の記載方法(Ｐ88～90参照)に従って｢適用額明細書｣を記載してください。

けん
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法人税関係特別措置 ①租税特別措置法の条項 ②区分番号 ③適用額

港湾隣接地域における技術基準適合
施設の特別償却

第43条の２第１項 00521

被災代替資産等の特別償却 第43条の３第１項の表の第１号 00608

特定事業継続力強化設備等の特別償
却

第44条の２第１項 00646

共同利用施設の特別償却 第44条の３第１項 00313

第44条の４第１項
00679
※１

第44条の４第２項
00681
※２

法人税関係特別措置 ①租税特別措置法の条項 ②区分番号 ③適用額

沖縄の産業イノベーション促進地域
において工業用機械等を取得した場
合の特別償却(沖縄の産業高度化・
事業革新促進地域において工業用機
械等を取得した場合の特別償却)

第45条第１項の表の第１号 00527

沖縄の国際物流拠点産業集積地域に
おいて工業用機械等を取得した場合
の特別償却

第45条第１項の表の第２号 00530

沖縄の経済金融活性化特別地区にお
いて工業用機械等を取得した場合の
特別償却

第45条第１項の表の第３号 00533

沖縄の離島における旅館業用建物等
の特別償却

｢第45条第２項｣又は｢令和４年
旧措置法第45条第１項の表の第
４号｣

00135

特定地域における産業振興機械等の
割増償却

第45条第３項の表の第１号 00670
※１

第45条第３項の表の第２号 00573
※２

第45条第３項の表の第３号 00560
※３

第45条第３項の表の第４号 00536
※４

第44条第１項 00310関西文化学術研究都市の文化学術研
究地区における文化学術研究施設の
特別償却

環境負荷低減事業活動用資産等の特
別償却

※１　区分番号｢00679｣は、環境と調和のとれた食料システムの確立のための環境負荷低減事業活動の促進等に関する法律
　　の施行日以後に環境負荷低減事業活動用資産の取得等をした場合が該当します。

※２　区分番号｢00681｣は、環境と調和のとれた食料システムの確立のための環境負荷低減事業活動の促進等に関する法律
　　の施行日以後に基盤確立事業用資産の取得等をした場合が該当します。

別表十六(一)｢32｣欄、
別表十六(二)｢36｣欄、
別表十六(三)｢32｣欄又は
別表十六(五)｢30｣欄
の金額

別表十六(一)｢32｣欄、
別表十六(二)｢36｣欄、
別表十六(三)｢32｣欄又は
別表十六(五)｢30｣欄
の金額

第43条の３第１項の表の第２号 00610
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法人税関係特別措置 ①租税特別措置法の条項 ②区分番号 ③適用額

医療用機器等の特別償却 第45条の２第１項 00331

第45条の２第２項 00648

第45条の２第３項 00650

法人税関係特別措置 ①租税特別措置法の条項 ②区分番号 ③適用額

輸出事業用資産の割増償却 第46条の２第１項 00683
※

別表十六(一)｢32｣欄、
別表十六(二)｢36｣欄、
別表十六(三)｢32｣欄又は
別表十六(五)｢30｣欄
の金額

法人税関係特別措置 ①租税特別措置法の条項 ②区分番号 ③適用額

特定都市再生建築物の割増償却 第47条第１項

(同条第３項第１号)

｢第47条第１項｣又は｢平成31年
旧措置法第47条の２第１項｣

00469
※

(｢第47条第３項第２号｣又は｢平
成31年旧措置法第47条の２第３
項第１号ロ｣)

※　区分番号｢00612｣は、令和４年度税制改正前に取得等をした資産について適用を受けようとする場合にも、適用額明細
　書の｢租税特別措置法の条項｣欄には、令和４年度税制改正後の租税特別措置法の条項番号(第46条第１項)を記載してく
　ださい。

別表十六(一)｢32｣欄、
別表十六(二)｢36｣欄、
別表十六(三)｢32｣欄又は
別表十六(五)｢30｣欄
の金額

※　区分番号｢00466｣及び｢00469｣は、令和２年度税制改正前に取得等(｢00469｣にあっては、平成31年度税制改正後の取得
　等に限ります。)をした資産について適用を受けようとする場合にも、適用額明細書の｢租税特別措置法の条項｣欄には、
　令和２年度税制改正後の租税特別措置法の条項番号(第47条第１項)を記載してください。

00466
※

別表十六(一)｢32｣欄、
別表十六(二)｢36｣欄、
別表十六(三)｢32｣欄又は
別表十六(五)｢30｣欄
の金額

｢令和４年旧措置法第46条第１
項｣又は｢令和２年改正前措置法
第45条の３第１項｣

00337

第46条第１項 00612
※

事業再編計画の認定を受けた場合の
事業再編促進機械等の割増償却

※　区分番号｢00683｣は、農林水産物及び食品の輸出の促進に関する法律等の一部を改正する法律の施行日以後に輸出事業
　用資産の取得等をした場合が該当します。

障害者を雇用する場合の特定機械装
置の割増償却

※１　区分番号｢00670｣は、令和３年４月１日以後に取得等をした産業振興機械等について、令和３年度税制改正により改
　　組された過疎地域における持続的発展の支援に関する特別措置法の過疎地域又は過疎地域に準ずる地域の市町村が作
　　成する過疎地域持続的発展市町村計画に記載された産業振興促進区域及び事業に係る措置の適用を受ける場合が該当
　　します。

※２　区分番号｢00573｣は、令和４年度税制改正前に取得等をした産業振興機械等について同措置の適用を受けようとする
　　場合にも、適用額明細書の｢租税特別措置法の条項｣欄には、令和４年度税制改正後の租税特別措置法の条項番号(第45
　　条第３項の表の第２号)を記載してください。

※３　区分番号｢00560｣は、令和４年度税制改正前に取得等をした産業振興機械等について同措置の適用を受けようとする
　　場合にも、適用額明細書の｢租税特別措置法の条項｣欄には、令和４年度税制改正後の租税特別措置法の条項番号(第45
　　条第３項の表の第３号)を記載してください。

※４　区分番号｢00536｣は、令和４年度税制改正前に取得等をした産業振興機械等について同措置の適用を受けようとする
　　場合にも、適用額明細書の｢租税特別措置法の条項｣欄には、令和４年度税制改正後の租税特別措置法の条項番号(第45
　　条第３項の表の第４号)を記載してください。
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法人税関係特別措置 ①租税特別措置法の条項 ②区分番号 ③適用額

法人税関係特別措置 ①租税特別措置法の条項 ②区分番号 ③適用額

00187｢第52条の２第１項｣又は｢第52
条の２第４項｣

特別償却不足額がある場合の償却限
度額の計算の特例

別表十六(一)｢33｣欄、
別表十六(二)｢37｣欄、
別表十六(三)｢33｣欄又は
別表十六(五)｢31｣欄の金
額(これらの欄に内書とし
て記載した金額がある場
合には、当該金額を控除
した金額)

00349
※

00592
※

別表十六(一)｢32｣欄、
別表十六(二)｢36｣欄、
別表十六(三)｢32｣欄又は
別表十六(五)｢30｣欄
の金額

※　区分番号｢00349｣は、流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律の一部を改正する法律による改正前の流通業務
　の総合化及び効率化の促進に関する法律(物流効率化法)の認定又は確認を受けた法人の平成29年３月31日以前に取得等
　をした倉庫用建物等について平成28年度税制改正前の措置の適用を受ける場合が該当します。また、改正後の物流効率
　化法の認定を受けた法人が平成28年10月１日以後に倉庫用建物等を取得した場合は、区分番号｢00592｣が該当します。

倉庫用建物等の割増償却 平成28年旧措置法第48条第１項

第48条第１項

　別表十六(一)｢33｣、別表十六(二)｢37｣、別表十六(三)｢33｣又は別表十六(五)｢31｣欄に記載がある
場合には、適用額明細書に以下の記載が必要です。
　ただし、震災特例法の規定により適用を受けた場合には、適用額明細書の記載は必要ありません。
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